
令和３年度予算概要より一部抜粋

①国土交通省

②農林水産省
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．農業の成長産業化に向けた農業生産基盤整備
（農業競争力強化対策）

担い手への農地集積や農業の高付加価値化を図るため、農地
中間管理機構との連携等により、農地の大区画化や汎用化・畑
地化、畑地かんがい施設の整備等を推進します。また、水利用の
高度化や水管理の省力化を図るため、パイプライン化やICTの
導入等により、新たな農業水利システムの構築を推進します。

２．農業水利施設の戦略的な保全管理、防災・減災対策
（国土強靱化対策）

農業水利施設の更新・長寿命化・耐震化、農地の湛水防止
対策、ため池の防災・減災対策、農業用ダムの洪水調節機能
強化等を推進します。

３．農村整備（田園回帰・農村定住促進）
農村に人が安心して住み続けられる条件を整備するため、集落
排水施設や農道等の整備を推進します。

既に標準耐用年数
を超過した施設
5.0兆円

（全体の26％）

さらに今後10年のうちに
標準耐用年数を超過する

施設を加えると
7.8兆円（全体の40％）

全体
19.3兆円

45 農業農村整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
農業の競争力強化のための農地の大区画化や汎用化・畑地化、新たな農業水利システムの構築、国土強靱化のための農業水利施設の適切な更新・長
寿命化、ため池の防災・減災対策や農業用ダムの洪水調節機能強化、集落排水や農道等の生活インフラの整備等を推進します。

＜事業目標＞
○ 担い手が利用する面積が全農地面積の８割となるよう農地集積を推進［令和５年度まで］
○ 基盤整備完了区域（水田）における作付面積（主食用米を除く）に占める高収益作物の割合の増加
○ 機能保全計画に基づく適時適切な更新等を通じ、安定的な用水供給と良好な排水条件を確保
○ 農地及び周辺地域の湛水被害等の防止

＜事業の流れ＞

国

都道府県

都道府県

市町村等

1/2等

1/2等

［お問い合わせ先］農村振興局設計課（03-3502-8695）

農業の成長産業化に向けた農業生産基盤整備
農業水利施設の
戦略的な保全管理

農業・農村の強靱化に
向けた防災・減災対策

⚫農地整備を通じた農地集積・集約化の例

農業競争力強化対策

⚫汎用化の例

農家数 戸当たり規模

３６３戸 ０．６ｈａ／戸

：自家消費希望者

凡 例

Ａ経営体 55ha

Ｂ経営体 83ha

Ｃ経営体 43ha

自家消費農家 51ha

農家数 戸当たり規模

３６３戸 ０．６ｈａ／戸

：集落営農参加合意者

：自家消費希望者

計画現況

⚫大区画化の例

事業実施前 事業実施後 汎用化水田でのレタスの栽培

水管理のICT化

土地改良区による管理 大規模・少数の
担い手による管理

自動ゲート化

⚫新たな農業水利システム（イメージ）

分水
施設

取水
施設

水位･水温の確認
用排水の遠隔操作

面的集積

田 大
豆

麦

調整
施設

自動給水栓

水路のﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ化

中央管理所

⚫ため池の整備

⚫施設の耐震化

耐震化後の頭首工堰柱

農業水利施設の
戦略的な保全管理

農業・農村の強靱化に
向けた防災・減災対策

国土強靱化対策

堰柱を拡幅

耐震化前の頭首工堰柱

改修後の堤体

改修前の堤体

⚫基幹的農業水利施設の
標準耐用年数の超過状況

⚫農業水利施設補修による
長寿命化対策

水路の機能診断

補修

注）受益面積100ha以上の農業水利施設の
資産価値（再建設費ベース）

【令和３年度予算概算決定額 333,256（326,436）百万円】
（令和２年度第３次補正予算額 185,519百万円）

※ 事業の一部は、直轄で実施（国費率2/3等）



67 森林整備事業＜公共＞
【令和３年度予算概算決定額 124,803（122,261）百万円】

（令和２年度第３次補正予算額 49,600百万円）

＜対策のポイント＞
カーボン・ニュートラル及びグリーン社会の実現に向けて、温室効果ガスの吸収源となる森林資源を適切に管理し、国土強靱化や林業の成長産業化等にも貢

献するため、間伐や主伐後の再造林、幹線となる林道の開設・改良等を推進します。

＜事業目標＞
森林吸収量2.0%以上（平成25年度比）の確保に向けた間伐の実施（令和３年度から令和12年度までの10年間の年平均：45万ha）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．間伐や路網整備、再造林等

① 再造林や間伐等の森林整備を推進することで、健全な森林を育成します。
② 森林資源が充実した区域等において、路網をバランスよく整備します。
③ 防災上重要な幹線林道の開設・改良を支援し、林道の強靱化を推進します。
④ 林道施設のPCB廃棄物の確実かつ適正な処理を支援します。

２．台風等の気象害を受けた被害森林や奥地水源林の整備

① 気象害等の被害森林や奥地水源林等について、公的主体による復旧・整備を推
進します。

② 重要インフラ施設周辺の森林整備を支援することで災害の未然防止につなげます。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］林野庁整備課（03-6744-2303）

国
都道府県、市町村、森林所有者等

1/2、3/10等

定額

（１、２の事業）

（２の事業の一部）

※ 国有林においては、直轄で実施

国立研究開発法人森林研究・整備機構

森林環境保全直接支援事業 23,810（23,491）百万円
森林資源循環利用林道整備事業 2,448（2,051）百万円
林業専用道整備事業 563（1,017）百万円
山村強靱化林道整備事業 2,500（ー）百万円
林道施設PCB廃棄物処理促進対策事業 52（ー）百万円

特定森林再生事業 1,919（2,399）百万円
水源林造成事業 25,247（25,247）百万円

幹線となる道の整備

森林の多面的機能の発揮に向けた森林整備

コンテナ苗による再造林利用間伐の実施
奥地水源林の整備による
水源涵養機能の強化

激甚化する自然災害への対応【山村強靱化林道整備事業】

近年、豪雨・台風災害が激甚化・頻発化する中で、持続的な森林経営の実現に向けて強靱で災害
に強い幹線林道を早急に開設・改良

災害に強い幹線林道の開設

豪雨等への強靱化対策

路網ネットワーク
を形成するため
森林作業道、林
業専用道、林業
生産基盤整備道
をバランスよく整備

間伐等により、
適切な森林管
理と木材の利
用促進を両立

○事業対象
公道等に接続している林道（林道規程に基づく「幹線」）であって、地域防災計画等の警戒避難

体制の整備に関する計画において代替路と位置付けられる予定のもの

※ 上記の施策を活用し、流域治水の取組等と連携して対策を推進します。

※ このほか、令和２年度補正予算「森林整備による防災・減災対策」及び「合板・製材・
集成材国際競争力強化・輸出促進対策」において森林整備事業を実施。

公道等に２箇所以上接続する
林道の改良の補助率：3/10→1/2

改良により既設林道の強靱化を推進

公 道

災害時の代替路としての活用

暗渠工の設置

法枠工の設置



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．災害リスクの高い地域における総合的な山地災害対策の推進
豪雨等に見舞われた地域を対象として、崩壊危険箇所の把握に効果的なレーザ計測

等を取り入れるとともに、警戒避難体制整備、治山施設の設置等のハード・ソフト対策
を一体的に行う取組を推進します。

２．山地尾根部における崩壊予防等予防治山対策の推進
山地尾根部の崩壊による甚大な災害が発生している中、被害を未然防止するための
崩壊予測・発生源対策を推進します。

３．流木災害の未然防止に向けた保安林整備の推進
豪雨による流木発生リスクの増大を踏まえ、被害の未然防止のため、危険木の除去
及びこれと一体的に実施する保安林整備を推進します。

４．効率的な復旧対策のためのICT施工等新技術導入の推進
災害の多発化・激甚化に伴い難工事が増加する中、施工の効率化のためのICTを
活用したリモート施工など新技術の導入を推進します。

ため池等への被害抑制のための治山対策推進
農山漁村地域整備交付金の取組として、農地防災の取組と連携したため池・農地等
の上流部における治山対策を推進します。

※ 上記の新規施策等を活用し、流域治水の取組等と連携して対策を推進します。

68 治山事業＜公共＞
【令和３年度予算概算決定額 61,948（60,703）百万円】

（令和２年度第３次補正予算額 46,100百万円）

＜対策のポイント＞
激甚な山地災害からの復旧とともに、地球温暖化の進行に伴う短時間豪雨の発生回数や総降水量が増加傾向にある中、山地災害の発生リスクの増大を踏

まえ、山地災害危険地区における災害リスクの把握や治山施設の設置等のハード・ソフト一体的な対策、流木対策等の治山対策を強化します。

＜事業目標＞
周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の増加（約56.2千集落［平成30年度］→約58.6千集落［令和５年度まで］）

＜事業の流れ＞

国 都道府県
1/2等

［お問い合わせ先］林野庁治山課（03-6744-2308）

○災害リスクの高い地域における総合的
な山地災害対策の推進

○山地尾根部における崩壊予防等予防治山
対策の推進

○効率的な復旧対策のためのICT施工
等新技術導入の推進

ドローンレーザによる
崩壊危険箇所の把握

豪雨等により災害発生のリスクが高まった地域に
おいて、地域全体の激甚な山地災害発生を未然防止

山地災害の発生予測

尾根部からの大規模崩壊発生
を踏まえ、山地災害の発生予測
や発生源対策の取組を推進

施工条件が厳しい急傾斜地
等での復旧対策として、ICT
施工等の新技術導入を推進

短時間豪雨等に伴う流量の増大を踏まえ、危険木の除
去及びこれと一体的に実施する保安林整備を推進

山地尾根部

急傾斜の
大規模崩壊地

運搬性や施工性に優れた
施工方法の導入

事業体の省力化や非接触化
等に資するレーザスキャナ

による施工箇所の現況調査

崩壊の発生を未然に抑制
する対策の実施

※ 国有林や民有林のうち大規模な山腹崩壊地等においては、直轄で実施

○流木災害の未然防止に向けた保安林
整備の推進

危険木除去

治山施設の設置

豪雨により流木化するおそれ
のある危険木

（関連事業）

土石流センサー
の設置

※ このほか、令和２年度補正予算「治山施設等の防災・減災対策」において治山対策を実施。


